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事業事前評価表 

  

１．案件名 

国名：パキスタン・イスラム共和国 

案件名：パキスタン貧困層向けマイクロファイナンス事業（海外投融資 出資事業） 

調印日：2012 年 3 月 21 日 

出資先名：The First MicroFinanceBank Ltd.-Pakistan（FMFB-P） 

２．事業の背景と必要性  

パキスタンでは、1 日 1 ドル未満で生活している人口比率が 17％以上、2 ドル未満の人

口比率が 73％と、大多数の人々が貧困層またはその近傍にある。パキスタン政府は貧困層

の自立を促進するマイクロファイナンスの活用を政策1に位置付け、世界銀行等の援助機関

の協力を得つつ、法制度の構築・改革等を進め、普及・拡大を図っている。2007 年には同

国政府及び中央銀行が「Expanding Outreach of Microfinance」を策定、国内でのマイク

ロファイナンスの利用者を 2010 年までに 300 万人、2015 年までに 1,000 万人に拡大する

ことを目指しており、裾野の拡大に向けた取組が求められている。 

我が国の「対パキスタン国別援助計画」では、「持続的社会の構築とその発展」を援助目

標として掲げ、貧困削減・格差是正に向けた取り組みの必要性が謳われている。また、我

が国は 2009 年に東京にて開催されたパキスタン支援国会合において、経済改革の影響を受

ける貧困層に対する迅速でより効果的な支援を実施することを表明している。 

本事業は、同国において貧困率が高くマイクロファイナンスのニーズも大きい北部（ア

フガニスタン国境付近）及び東部の農業地帯を重点地域とし、パキスタンにおけるマイク

ロファイナンスの拡大と安定的な実施の確保を図るものであり、パキスタン政府の政策及

び我が国の援助方針にも鑑み、その必要性は高い。 

３．事業概要  

(1) 事業の目的 

本事業は、出資を通じて、The First MicroFinanceBank.Ltd-Pakistan (以下、FMFB-P)

の業務を拡大すると共に、安定的経営を実現することにより、パキスタンの貧困層に対す

る金融サービス提供の拡大を図り、もって貧困層の生活基盤の安定に寄与するもの。 

(2) 事業実施地：パキスタン全体（特に北部及び東部） 

(3) 事業概要 

① 事業計画の概要 

FMFB-P 策定の事業拡大計画に基づき、貧困層を中心としたマイクロクレジット（貸付）

及び預金サービスを拡大すると共に、それに応じた経営の安定化を図る。概要は以下の

通り。     

                                                   
1 貧困削減文書（Poverty Reduction Strategy Paper (PRSP) – II（2009 年）） 

海外投融資用 
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                               単位：百万 Rs. 

暦年 
2010 

(実績) 

2011 

(実績) 

2012 

(見込) 

2013 

(見込) 

2014 

（見込） 

貸出金（グロス） 2,374 2,407 3,856 5,060 6,231 

預金 5,344 5,920 6,271 7,714 9,782 

資本金 990 1,112 1,352 1,352 1,352 

総資産 6,353 7,035 7,719 9,283 11,613 

税引後純利益（損失） (170) (50) 14 101 181 

② 事業費 

 マイクロファイナンスを拡大する同行の業務を支えるため増資：240 百万ルピー（約 222

百万円（1 円=1.08 ルピー 2012 年 3 月 21 日時点）全額を JICA からの出資により実行。

実行後の JICA 出資比率：17.8％ 

(4) 事業実施スケジュール：2012 年出資実行。 

(5) 出資先：The First MicroFinanceBank Ltd. –Pakistan 

(6) JICA 海外投融資による支援の必要性 

本事業は貧困削減を目的としており、海外投融資による支援の意義は高い。FMFB-P は、

健全なマネジメント等により収益性の改善が見込まれるが、政府の政策に沿って利益を事

業の拡大に優先的に再投資する方針である。従って、民間出資者による採算水準に達する

までの間は開発効果を重視し長期的な視点で資金提供が可能な海外投融資による支援が求

められている。同時に FMFB－P の審査能力強化等の技術支援と組み合わせ、包括的な支援

を行うことが可能。 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

① 環境社会配慮 

(a)カテゴリ分類： C 

(b)カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010

年 4 月公布）上、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

② 貧困削減促進 

預金・借入等の金融サービスを貧困層に拡大することで貧困削減の促進が期待される。 

③ 社会開発 

女性向けの金融サービス提供にも注力し、その社会的自立を促すことが期待される。 

(8) 他スキーム・他ドナー等との連携：国際金融公社（IFC）との共同出資。 

(9) 技術支援：技術支援を通じて審査能力強化、リスクマネジメント等への支援を実施す

ることを検討。 
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４. 事業効果 

(1) 定量的効果 

 ① FIRR（JICA の収支）14.9％ 

 ② 運用効果指標 

指標名 
基準値（2010 年） 

【実績値】 

目標値（2014 年） 

【出資 2年後】 

貸付人数（人） 166,928 220,878 

うち女性比率（％） 33.5 35 以上 

貸付総額（千ルピー） 2,373,880 6,231,229 

預金総額（千ルピー） 5,344,198 9,781,877 

不良債権率（％） 5.6 0.8 

ROA（％） －2.7 2.1 

(2) 定性的効果：エンドユーザーである貧困層の生活基盤の安定。 

 

５. 外部条件・リスクコントロール 

(1) 事業・案件監理上のリスク 

 ① 貸倒れ増加による業況悪化 

FMFB-P によるリスク管理態勢の状況等を定期的に確認するとともに、他の出資者ととも

に能力強化のための支援を行う。 

 ② 業務拡大が計画通りに進まないリスク及び拡大に伴う経営への影響 

 他の出資者とともに能力強化のための支援等を行う。 

(2) 出口戦略 

FMFB-P の経営基盤が安定し、サービス拡大が継続的に実現でき、かつ、市場からの資金

調達等を通じ持続的に業務が可能となる等の条件が整えば JICA として本事業から退出す

る。他方、業績又は為替レートが著しく悪化し、円ベースでの収益確保の見通しが立たな

い場合にも退出を検討する。 

６. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

バングラデシュ国農村開発信用事業(グラミン銀行)及びスリランカ国貧困緩和マイクロ

ファイナンス事業の事後評価では、財務面での自立性確保の観点から、審査能力強化、多

重債務への対処、中小規模のローンスキーム新設など、また、開発効果の発現の観点から、

女性や取り残された貧困層へのターゲッティングなどの教訓が得られた。今次は、モニタ

リングや技術支援などを通じて、これらに対応する。 

７. 今後の事業評価 

(1) 今後の評価に用いる指標：貸付人数（人）、うち女性比率（％）、貸付総額（千ルピー）、

預金総額（千ルピー）、不良債権率（％）、ROA（％） 

(2) 今後の評価のタイミング：出資 2年後。  

以 上 


